
令和３年３月

大口町

大
口
町

第
６
期
障
害
福
祉
計
画
・
第
２
期
障
害
児
福
祉
計
画

第６期障害福祉計画・

第２期障害児福祉計画

令和３年度～令和５年度





i 

⽬  次 

第１章 計画の策定にあたって 
１ 計画策定の背景 ........................................................................... 1 
２ 計画策定の趣旨 ........................................................................... 3 
３ 計画の性格 ................................................................................ 4 
４ 計画に定める事項 ........................................................................ 5 
５ 国の基本指針 ............................................................................. 6 
６ 障害者総合⽀援法のサービス体系 .................................................... 8 
７ 障がい児に対するサービス体系 ...................................................... 9 

第２章 第５期計画の数値⽬標の実績 
１ 第５期障害福祉計画 .................................................................... 10 
２ 第１期障害児福祉計画 ................................................................. 13 

第３章 第６期障害福祉計画 

Ⅰ ⽬標指標 .................................................................................... 14 
１ 福祉施設の⼊所者の地域⽣活への移⾏ ............................................. 14 
２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 ......................... 15 
３ 地域⽣活⽀援拠点等が有する機能の充実 .......................................... 16 
４ 福祉施設から⼀般就労への移⾏等 ................................................... 16 
５ 相談⽀援体制の充実・強化 ........................................................... 18 
６ 障害福祉サービス等の質の向上 ..................................................... 18 

Ⅱ 障害福祉サービスの量の⾒込みと確保策 ........................................... 19 
１ 訪問系サービス .......................................................................... 19 
２ ⽇中活動系サービス .................................................................... 22 
３ 居住系サービス .......................................................................... 26 
４ 相談⽀援 .................................................................................. 29 

Ⅲ 地域⽣活⽀援事業の量の⾒込みと確保策 ........................................... 31 
１ 本町における地域⽣活⽀援事業の概要 ............................................. 31 
２ 必須事業 .................................................................................. 32 
３ 任意事業 .................................................................................. 41 

第４章 第２期障害児福祉計画 

Ⅰ ⽬標指標 .................................................................................... 44 

Ⅱ 障がい児に対するサービスの量の⾒込みと確保策 ................................ 46 
１ 障害児通所⽀援 .......................................................................... 46 



ii 

２ 障害児相談⽀援 .......................................................................... 49 
３ ⼦ども・⼦育て⽀援 .................................................................... 50 
４ 医療的ケア児に対する関連分野の⽀援を調整するコーディネーター ....... 51 
５ 発達障がい者等に対する⽀援 ........................................................ 51 

第５章 計画の推進について 
１ 計画の推進体制 .......................................................................... 52 
２ 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 ................................. 54 
３ 計画の進⾏管理 .......................................................................... 54 

第６章 資料 
１ ⼤⼝町障がい福祉調整会議委員名簿 ................................................ 55 
２ 会議等の経緯 ............................................................................ 56 
 



- 1 - 

第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景 

(1) 障害者自立支援法の制定 

■2003（平成15）年度から、それまでの措置制度にかわり利⽤者⾃らがサービスを選

択し事業者と直接に契約する新しい利⽤制度（⽀援費制度）が導⼊されました。全国

的には、新たなサービス利⽤者の増加や利⽤量の増加に⾒られるように、⽀援費制度

は障がい者が地域⽣活を進める上での⽀援を⼤きく前進させたと評価されます。し

かし、⼀⽅では、財源の不⾜、⽀援費制度の対象となっていない精神障がい者に対す

るサービスの遅れ、市町村間でのサービス格差、福祉施設や事業体系の⾒直しの必要

性、地域⽣活への移⾏や就労⽀援といった新たな課題への対応など、さまざまな課題

が指摘されていました。こうした課題を解決し、障がい者が必要なサービスを安定的

な制度の下で利⽤できるよう、障がい保健福祉施策の各種の抜本的な改⾰を⾏う「障

害者⾃⽴⽀援法」が制定されました。この法律において、障害福祉サービス及び地域

⽣活⽀援事業を提供するための体制の確保を計画的に進めるため、市町村ならびに

都道府県に障害福祉計画の策定が義務づけられました。 

(2) 障害者自立支援法から障害者総合支援法への改正 

■障害者⾃⽴⽀援法については、憲法や障害者権利条約に違反するとして訴訟が起こ

され、2010（平成22）年に法の廃⽌や新法の制定などを前提として和解が成⽴しま

した。 

■2012（平成24）年６⽉、障害者⾃⽴⽀援法の改正法が公布され、「障害者の⽇常⽣

活及び社会⽣活を総合的に⽀援するための法律」（以下「障害者総合⽀援法」といい

ます。）と法律名も改められました。 

(3) 障害者総合支援法及び児童福祉法の改正 

■2013（平成25）年４⽉に施⾏された障害者総合⽀援法の附則では、施⾏後３年を⽬

途として障害福祉サービスの在り⽅等について検討を加え、その結果に基づいて所

要の措置を講ずることとされていました。 

■2015（平成27）年12⽉、国の社会保障審議会障害者部会において、「障害者総合⽀
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援法施⾏３年後の⾒直しについて」がまとめられ、これを踏まえて2016（平成28）

年６⽉には障害者総合⽀援法、児童福祉法の改正法が公布されました。これにより市

町村及び都道府県に障害児福祉計画の策定が義務づけられました。改正の主な内容

は下記のとおりです。 

【障害者総合支援法の内容】 

▼自立生活援助の創設 

施設⼊所⽀援や共同⽣活援助を利⽤していた者等を対象として、定期的な巡回訪問や随時
の対応により、円滑な地域⽣活に向けた相談・助⾔等を⾏うサービスを新設しました。 

▼就労定着支援の創設 

就業に伴う⽣活⾯の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の⽀援を⾏うサ
ービスを新設しました。 

▼重度訪問介護の訪問先の拡大 

重度訪問介護について、医療機関への⼊院時も⼀定の⽀援を可能としました。 

▼高齢障がい者の介護保険サービスの利用者負担軽減 

65歳に⾄るまで相当の⻑期間にわたり障害福祉サービスを利⽤してきた低所得の⾼齢障
がい者が引き続き障害福祉サービスに相当する介護保険サービスを利⽤する場合に、所得
の状況や障がいの程度等の事情を勘案し、当該介護保険サービスの利⽤者負担を障害福祉
制度により軽減（償還）できる仕組みが設けられました。 

▼居宅訪問により児童発達支援を提供するサ―ビスの創設 

重度の障がい等により外出が著しく困難な障がい児に対し、居宅を訪問して発達⽀援を提
供するサービスを新設しました。 

▼保育所等訪問支援の対象拡大 

保育所等の障がい児に発達⽀援を提供する保育所等訪問⽀援について、乳児院・児童養護
施設の障がい児に対象を拡⼤しました。 

▼医療的ケアを要する障がい児に対する支援 

医療的ケアを要する障がい児が適切な⽀援を受けられるよう、⾃治体において保健・医療・
福祉等の連携促進に努めることとされました。 

▼障害児福祉計画の策定義務化 

障がい児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進するため、⾃治体において障害
児福祉計画を策定することとされました。 

▼補装具費の支給範囲の拡大 

補装具費について、成⻑に伴い短期間で取り替える必要のある障がい児の場合等に貸与の
活⽤も可能とされました。 

▼障害福祉サービス等の情報公表制度の創設と自治体の事務の効率化 

都道府県がサービス提供事業所の事業内容等の情報を公表する制度を設けるとともに、⾃
治体の事務の効率化を図るため、所要の規定が整備されました。 
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(4) 基本指針の見直し 

2020（令和２）年５⽉、第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画に係る基本

指針の⾒直しが⾏われ、基本的理念に「障害福祉⼈材の確保」「障害者の社会参加を⽀

える取組」、障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え⽅に「地域⽣活

⽀援拠点等の機能の充実」「強度⾏動障害や⾼次脳機能障害を有する障害者に対する⽀

援体制の充実」「依存症対策の推進」が追加されました。また、障がい者・障がい児の

地域⽣活を⽀援するためのサービス基盤整備等に係る2023（令和５）年度末の数値⽬

標が設定されました。 

 

２ 計画策定の趣旨 

■本町においては、2006（平成18）年度に障害者⾃⽴⽀援法の趣旨を踏まえ、必要な

障害福祉サービスを確保するため、数値⽬標、サービスの⾒込量及びその確保⽅策を

定める第１期⼤⼝町障害福祉計画を、2008（平成20）年度には第２期計画、2011

（平成23）年度には第３期計画、2014（平成26）年度には第４期計画（平成27年度

〜平成29年度）を策定しました。 

■平成29（2017）年度には、児童福祉法において障害児通所⽀援等の提供体制を整備

し、サービスの円滑な実施を確保するため「市町村障害児福祉計画」の策定が義務付

けられたことから、⼤⼝町第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画（以下「第５

期計画」といいます。）として⼀体的に策定しました。 

■2020（令和２）年度に第５期計画の最終年度を迎えたことから、基本指針の⾒直し、

第５期計画の実績等を踏まえて、⼤⼝町第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画

（以下「本計画」といいます。）を⼀体的に策定しました。 

 



- 4 - 

３ 計画の性格 

(1) 計画の位置付け 

■本計画は、障害者総合⽀援法第88条に規定する市町村障害福祉計画及び児童福祉法

第33条の20に定める市町村障害児福祉計画であり、厚⽣労働省の⽰した「障害福祉

サービス等及び障害児通所⽀援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以

下「基本指針」といいます）に即して策定しました。 

■本計画は、障害者基本法第11条第３項の規定により策定した「⼤⼝町障がい者ほほ

えみ計画」のうち障害福祉サービス、障害児通所⽀援及び地域⽣活⽀援事業の分野に

係る実施計画です。 

 

(2) 計画の範囲 

■本計画の対象は、⾝体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障がい者及び⾼

次脳機能障がい者を含みます。以下同じ。）及び難病患者等です。 

 

 

(3) 計画の期間 

■この計画の期間は、2021（令和３）年度から2023（令和５）年度の３年間です。 

【計画の期間】 

 
2015 

(平27) 

年度 

2016 

(平28) 

年度 

2017 

(平29) 

年度 

2018 

(平30) 

年度 

2019 

(令元)

年度 

2020 

(令２)

年度 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

            

 
 
 
 

(4) 数値目標 

■本計画においては、2023（令和５）年度を⽬標年度とし、本町の障害福祉サービス

等及び障害児通所⽀援等が障がい者のニーズに応じて、⽬標年度において達成すべ

きサービス提供量や計画達成の指標などを数値⽬標として設定しました。 

第４期大口町障がい者 

ほほえみ計画 

第５期大口町障がい者 

ほほえみ計画 

第２期計画 ▼  

障害福祉計画 

障害児福祉計画 

第４期計画 ▼  第５期計画 ▼  第７期計画 ▼  第６期計画 ▼  

第１期計画 ▼  第３期計画 ▼  
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４ 計画に定める事項 

 障害福祉計画 障害児福祉計画 

必
須
事
項 

■障害福祉サービス、相談⽀援及び地
域⽣活⽀援事業の提供体制の確保に
係る⽬標 

■各年度における指定障害福祉サービ
ス等の種類ごとの必要な量の⾒込み 

■市町村の地域⽣活⽀援事業の種類ご
との実施に関する事項 

■障害児通所⽀援及び障害児相談⽀援
の提供体制の確保に係る⽬標 

 
■各年度における指定通所⽀援等の種

類ごとの必要な量の⾒込み 
 

任
意
事
項 

■各年度における指定障害福祉サービ
ス等の種類ごとの⾒込量の確保のた
めの⽅策 

■指定障害福祉サービス等及び地域⽣
活⽀援事業の提供体制の確保に係る
医療機関、教育機関、公共職業安定所
その他の職業リハビリテーションの
措置を実施する機関その他の関係機
関との連携に関する事項 

■各年度における指定通所⽀援等の種
類ごとの⾒込量の確保のための⽅策 

 
■指定通所⽀援等の提供体制の確保に

係る医療機関、教育機関その他の関
係機関との連携に関する事項 
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５ 国の基本指針 

障害福祉計画及び障害児福祉計画は国の基本指針に則して作成する必要があります。

本計画の策定に向けた基本指針の⾒直しが⾏われ、2020（令和２）年５⽉に告⽰されま

した。 

(1) 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

①2019（令和元）年度末の施設⼊所者の６％以上が地域⽣活に移⾏することを基本と
する。 

②2023（令和５）年度末の施設⼊所者数を、2019（令和元）年度末時点の施設⼊所者
数から1.6％以上削減することを基本とする。 

 

(2) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

①精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における⽣活⽇数の平均を316
⽇以上とすることを基本とする。［都道府県が設定］ 

②2023（令和５）年度末の精神病床における１年以上の⻑期⼊院患者数（65歳以上、
65歳未満）の⽬標値を国が提⽰する推計式を⽤いて設定する。［都道府県が設定］ 

③⼊院後３か⽉時点の退院率については69％以上、⼊院後６か⽉時点の退院率につい
ては86％以上及び⼊院後１年時点の退院率については92％以上とすることを基本と
する。［都道府県が設定］ 

 

(3) 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

○2023（令和５）年度末までに、各市町村または、各圏域に１つ以上確保しつつ、年
１回以上運⽤状況を検証及び検討することを基本とする。 

 

(4) 福祉施設から一般就労への移行等 

①2023（令和５）年度中に、2019（令和元）年度の⼀般就労への移⾏実績の1.27倍以
上とすることを基本とする（就労移⾏⽀援事業︓1.30倍以上、就労継続⽀援A型事業︓
概ね1.26倍以上、就労継続⽀援B型事業︓概ね1.23倍以上）。 

②就労移⾏⽀援事業等を通じた⼀般就労への移⾏者のうち７割が就労定着⽀援事業を
利⽤することを基本とする。 

③就労定着⽀援事業所のうち就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とする
ことを基本とする。 
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(5) 障がい児支援の提供体制の整備等 

①2023（令和５）年度末までに、児童発達⽀援センターを各市町村または各圏域に少
なくとも１か所以上設置することを基本とする。 

②2023（令和５）年度末までに、児童発達⽀援センターが保育所等訪問⽀援を実施す
る等により、すべての市町村において、保育所等訪問⽀援を利⽤できる体制を構築す
ることを基本とする。 

③2023（令和５）年度末までに、主に重症⼼⾝障がい児を⽀援する児童発達⽀援事業
所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保するこ
とを基本とする。 

④2023（令和５）年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、
医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けると
ともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。な
お、市町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した上での、圏域での設
置であっても差し⽀えない。 

 

(6) 相談支援体制の充実・強化 

○2023（令和５）年度末までに、各市町村または各圏域において、総合的・専⾨的な
相談⽀援の実施及び地域の相談⽀援体制の強化を実施する体制を確保することを基
本とする。 

 

(7) 障害福祉サービス等の質の向上 

○2023（令和５）年度末までに、市町村において障害福祉サービス等の質を向上させ
るための取組を実施する体制を構築することを基本とする。 
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６ 障害者総合⽀援法のサービス体系 

障害者総合⽀援法によるサービスは、国や都道府県の義務的経費が伴う個別給付とし

ての「⾃⽴⽀援給付」と、市町村の創意⼯夫により、利⽤者の状況に応じて柔軟に実施で

きる「地域⽣活⽀援事業」に⼤別されます。⾃⽴⽀援給付中の「介護給付」とは、「居宅

介護」「重度訪問介護」「同⾏援護」「⾏動援護」「重度障害者等包括⽀援」「短期⼊所」「療

養介護」「⽣活介護」「施設⼊所⽀援」をいい、「訓練等給付」とは、「⾃⽴訓練（機能訓練・

⽣活訓練）」「就労移⾏⽀援」「就労継続⽀援（Ａ型・Ｂ型）」「就労定着⽀援」「⾃⽴⽣活援

助」「共同⽣活援助（グループホーム）」をいいます。「障害福祉サービス」とは、上記サ

ービスの総称です。 

＜障害者総合支援法のサービス体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援 

・計画相談⽀援 
・地域移⾏⽀援 
・地域定着支援 

・専⾨性の⾼い相談⽀援   ・広域的な対応が必要な事業   ・⼈材育成 等 

愛知県 

 
介護給付 

・居宅介護（ホームヘルプ） 
・重度訪問介護 
・同⾏援護 
・⾏動援護 
・重度障害者等包括⽀援 
・短期⼊所（ショートステイ） 
・療養介護 
・⽣活介護 
・施設⼊所⽀援 

訓練等給付 

・⾃⽴訓練(機能訓練・⽣活訓練) 
・就労移⾏⽀援 
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

・就労定着支援 

・自立生活援助 

・共同⽣活援助( ) 

自立支援医療 

・更⽣医療 
・育成医療 
・精神通院医療※ 
※実施主体は県 

補装具 

自立支援給付 

障
が
い
者 

 
地域生活支援事業 

・理解促進研修・啓発事業 ・意思疎通⽀援 
・⾃発的活動⽀援事業 ・⽇常⽣活⽤具給付等事業 
・相談⽀援事業 ・⼿話奉仕員養成研修事業 
・成年後⾒制度利⽤⽀援事業 ・移動⽀援事業 
・成年後⾒制度法⼈後⾒⽀援事業 ・地域活動⽀援センター事業 
 
・⽣活訓練等事業 ・⽇中⼀時⽀援事業 

(視覚障がい者歩⾏訓練事業) ・⾃動⾞改造費助成事業 

 ⽀援 

⼤⼝町 
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７ 障がい児に対するサービス体系 

2011（平成23）年５⽉に公布された「地域の⾃主性及び⾃⽴性を⾼めるための改⾰の

推進を図るための関係法律の整備に関する法律」により児童福祉法等が改正され、2012

（平成24）年度以前の知的障害児施設、知的障害児通園施設、肢体不⾃由児施設、重症⼼

⾝障害児施設等の障がい種別に分かれていた施設体系が、通所による⽀援は「障害児通所

⽀援（児童発達⽀援等）」、⼊所による⽀援は「障害児⼊所⽀援（障害児⼊所施設）」に⼀

元化されました。また、18歳以上の障害児施設利⽤者は、障害者総合⽀援法に基づく障

害福祉サービスにより対応することとなりました。また、2016（平成28）年の児童福祉

法の改正により重度の障がい児を対象とした「居宅訪問型児童発達⽀援」が創設されまし

た。 

＜児童福祉法に基づく障がい児サービス体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
障害児通所支援 

・児童発達⽀援 
・医療型児童発達⽀援 
・放課後等デイサービス 
・居宅訪問型児童発達⽀援 
・保育所等訪問⽀援 

⼤⼝町 
 

障害児入所支援 

・福祉型 

・医療型 

愛知県 

障
が
い
児 
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第２章 第５期計画の目標指標の実績 

１ 第５期障害福祉計画 

(1) 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

2020（令和２）年度末までに２⼈（12.5％）の地域移⾏を⽬標としましたが、2019

（令和元）年度末現在、障害者⼊所施設から地域⽣活移⾏者はありません。 

2020（令和２）年度末時点の施設⼊所者数は、2016（平成28）年度末施設⼊所者数

16⼈から１⼈（6.3％）減少した15⼈としましたが、2019（令和元）年度末現在、既

に15⼈となっています。 

図表Ⅱ-１ 福祉施設入所者の地域生活への移行数の目標数値 

区  分 目標数値等 考え方 

2016（平成28）年度末の施

設入所者数 
16人 2016（平成28）年度末の全施設入所者数 

2019（令和元）年度末の施

設入所者数 
15人  

地域生活

移行者数 

計画 

（目標） 
2人 

2016（平成28）年度末の全入所者数のうち、施設入

所からグループホーム等へ移行した人数 

実績 0人  

削減見込 

計画 

（目標） 
1人 2020（令和２）年度末段階での削減見込数 

実績 1人  

 

(2) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムに関する保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場については、精神科医療関係者の参加を得て、2020（令和２）年度末まで

に圏域内の市町と連携して設置することを⽬標としています。2019（令和元）年度末

現在、関係市町において、設置に向け、協議を進めています。 

図表Ⅱ-２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムに関する協議の場の設置目標 

区  分 設置の有無 考え方 

精神障がいにも対

応した地域包括ケ

アシステムに関す

る協議の場 

計画 

（目標） 
有 

2020（令和２）年度末までに圏域内の市町と連携し

て設置 

実績 無  
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(3) 地域生活支援拠点等の整備 

地域⽣活⽀援拠点等については、2020（令和２）年度末までに圏域内の市町と連携

して１か所整備する予定でしたが、2020（令和２）年４⽉、町単独による整備を⾏い

ました。 

図表Ⅱ-３ 地域生活支援拠点等の整備目標 

区  分 目標数値等 考え方 

地域生活支援拠点等 

計画 

（目標） 
１か所 

2020（令和２）年度末までに圏域内の市町と連携して

設置 

実績 １か所  

 

(4) 福祉施設から一般就労への移行等 

① 福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設から⼀般就労へ移⾏する⼈については、１⼈の⽬標に対し、2019（令和

元）年度に１⼈が⼀般就労に移⾏しました。 

図表Ⅱ-４ 福祉施設から一般就労への移行目標数値 

項   目 目標数値等 考え方 

2016（平成28）年度の年間一般就労

移行者数 
0人 

2016（平成28）年度に福祉施設を退所して一般

就労した人数 

目標年度の年間一般就労

移行者数 

計画 

（目標） 
1人 

2020（令和２）年度に福祉施設を退所して一般

就労する人数 

実績 1人 2019（令和元）年度実績 

※当該目標に係る「福祉施設」の範囲：就労移行支援事業、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、生活介護、自

立訓練（機能訓練・生活訓練） 

 

② 就労移行支援事業の利用者数の増加 

2020（令和２）年度末までに就労移⾏⽀援事業の利⽤者を８⼈とする⽬標に対し、

2019（令和元）年度末現在、６⼈が利⽤しています。 

図表Ⅱ-５ 就労移行支援事業の目標利用者数 

項   目 目標数値等 考え方 

2016（平成28）年度末の就労移行支援

事業の利用者数 

6人 

（実績） 

2016（平成28）年度末における就労移行支援事

業の利用者数 

目標年度の就労移行支援

事業の利用者数 

計画 

（目標） 

8人 

（1.33倍） 

2020（令和２）年度末において就労移行支援事

業を利用する人数 

実績 6人 2019（令和元）年度実績 



- 12 - 

③ 就労移行支援事業所の就労移行率 

計画期間中に町内に事業所が開設された場合は、当該事業所のうち就労移⾏率が

３割以上の事業所を、全体の５割以上とすることを⽬標としましたが、2019（令和

元）年度末現在、事業所の参⼊はありませんでした。 
 

④ 就労定着支援事業による職場定着率 

就労定着⽀援事業による⽀援を開始した時点から１年後の職場定着率を、2019（令

和元）年度末及び2020（令和２）年度末において８割以上とすることを⽬標として

います。2019（令和元）年度中に就労定着⽀援事業利⽤開始から１年を経過した⼈

はありませんでしたが、2019（令和元）年度末現在、就労定着⽀援事業の利⽤者は

３⼈です。 
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２ 第１期障害児福祉計画 

(1) 障がい児の重層的な地域支援体制の構築 

児童発達⽀援センターの整備について、圏域内の市町と連携して協議を進めていく

ことを⽬標としており、2020（令和２）年10⽉現在、検討を進めています。 

保育所等訪問⽀援については、新規参⼊事業所の確保に努めていますが、2020（令

和２）年10⽉現在、未参⼊です。 

 

(2) 重症心身障がい児を支援する事業所の確保 

重症⼼⾝障がい児が⾝近な地域で安⼼して⽀援を受けられるよう、児童発達⽀援事

業所及び放課後等デイサービス事業所との連携を強化することを⽬標としており、

2020（令和２）年10⽉現在、ニーズ把握やサービスのあり⽅について検討を進めてい

ます。 

 

(3) 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設置 

医療的ケアを必要とする⼦どもが適切な⽀援を受けられるよう、2018（平成30）年

度末までに、近隣市町と連携して医療的ケア児⽀援のための関係機関（保健・医療・福

祉・保育・教育等）の協議の場を設置することを⽬標としていましたが、検討した結果、

⼤⼝町障がい福祉調整会議を医療的ケア児⽀援のための協議の場として位置づけるも

のとしました。 

また、医療的ケア児に対する総合的な⽀援体制の構築に向け、2018（平成30）年度

から関係分野の⽀援を調整するコーディネーターを養成するため、相談⽀援専⾨員を

中⼼に愛知県が主催する養成講座に派遣しています。 

図表Ⅱ-６ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置目標 

区  分 設置の有無 考え方 

医療的ケア児支援のた

めの関係機関の協議の

場 

計画 

（目標） 
有 

2018（平成30）年度末までに圏域内の市町と連携し

て設置 

実績 有  
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第３章 第６期障害福祉計画 

Ⅰ 目標指標 

１ 福祉施設の⼊所者の地域⽣活への移⾏ 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

①2019（令和元）年度末の施設⼊所者の６％以上が地域⽣活に移⾏することを基本とす

る。 

②2023（令和５）年度末の施設⼊所者数を、2019（令和元）年度末時点の施設⼊所者数

から1.6％以上削減することを基本とする。 

＜本町の目標＞ 

▶本町においては、2023（令和５）年度末までに、2019（令和元）年度末の施設⼊所者

数15⼈のうち、１⼈（6.7％）を地域での⽣活へ移⾏するものとします。 

▶2023（令和５）年度末時点の施設⼊所者数は、2019（令和元）年度末施設⼊所者数15

⼈から１⼈減少した14⼈とします。 

図表Ⅲ-１ 福祉施設入所者の地域生活への移行数の目標数値 

区  分 目標数値 考え方 

2019（令和元）年度末

の施設入所者数 
15人 2019（令和元）年度末の全施設入所者数 

地域生活移行者数 １人 
2019（令和元）年度末の全入所者数のうち、施設入

所からグループホーム等へ移行した人数 

施設入所者数 14人 2023（令和５）年度末の全施設入所者数 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

①精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における⽣活⽇数の平均を316⽇

以上とすることを基本とする。【都道府県が設定】 

②2023（令和５）年度末の精神病床における１年以上の⻑期⼊院患者数（65歳以上、65

歳未満）の⽬標値を国が提⽰する推計式を⽤いて設定する。【都道府県が設定】 

③⼊院後３か⽉時点の退院率については69％以上、⼊院後６か⽉時点の退院率について

は86％以上及び⼊院後１年時点の退院率については92％以上とすることを基本とす

る。【都道府県が設定】 

＜本町の目標＞ 

▶精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムに関する保健・医療・福祉関係者による

協議の場については、引き続き、精神科医療関係者の参加を得て、2023（令和５）年

度末までに圏域内の市町と連携して設置するよう協議を進めていきます。 

図表Ⅲ-２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムに関する協議の場の設置目標 

区  分 設置の有無等 考え方 

精神障がいにも対応した地域包括ケ

アシステムに関する協議の場 
有 

2023（令和５）年度末までに圏域内の市町

と連携して設置 

 開催回数 １回 年間開催回数 

 関係者の参加数 ３人 関係者ごとの参加者数は関係市町と調整 

 目標設定及び評価 １回 年間実施回数 

 

▶今後、県との調整のもと、2023（令和５）年度末時点の⻑期⼊院患者の地域移⾏に伴

う地域における精神保健医療福祉体制の基盤整備量（利⽤者数）を設定します。 

図表Ⅲ-３ 地域移行に伴う基盤整備量（利用者数） 

区  分 目標数値 

地域移行に伴う基盤整備量（利用者数） １人 

 65歳以上利用者数 １人 

 65歳未満利用者数 ０人 
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３ 地域⽣活⽀援拠点等が有する機能の充実 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

○2023（令和５）年度末までに、各市町村または、各圏域に１つ以上確保しつつ、年１

回以上運⽤状況を検証及び検討することを基本とする。 

＜本町の目標＞ 

障がい者の重度化・⾼齢化や「親亡き後」を⾒据え、相談、体験の機会、緊急時の対応

等の必要な機能を備えた地域⽣活⽀援拠点等については、町内の機関において整備を⾏

いました。今後は、機能を充実させるため、年１回以上運⽤状況を検証及び検討していき

ます。 

図表Ⅲ-４ 地域生活支援拠点等に関する目標数値 

区  分 目標数値 考え方 

地域生活支援拠点等 １か所 
2020（令和２）年度に町単独での

整備済み 

機能の充実 毎年度１回 運用状況の検証及び検討 

 

４ 福祉施設から⼀般就労への移⾏等 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

①2023（令和５）年度中に、2019（令和元）年度の⼀般就労への移⾏実績の1.27倍以上

とすることを基本とする（就労移⾏⽀援事業︓1.30倍以上、就労継続⽀援A型事業︓概

ね1.26倍以上、就労継続⽀援B型事業︓概ね 1.23倍以上）。 

②就労移⾏⽀援事業等を通じた⼀般就労への移⾏者のうち７割が就労定着⽀援事業を利

⽤することを基本とする。 

③就労定着⽀援事業所のうち就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とするこ

とを基本とする。 

＜本町の目標＞ 

(1) 福祉施設から一般就労への移行 

▶福祉施設から⼀般就労へ移⾏する⼈については、４⼈を⽬標とします。就労移⾏⽀援

事業などの推進により、障がい者の福祉施設から⼀般就労への移⾏に努めます。 
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図表Ⅲ-５ 福祉施設から一般就労への移行目標数値 

項   目 目標数値 考え方 

2019（令和元）年度の年間一

般就労移行者数 
１人 

2019（令和元）年度に福祉施設を退所して一般就労し

た人数 

目標年度の年間一般就労移

行者数 

４人 

(4.00倍) 

2023（令和５）年度に福祉施設を退所して一般就労す

る人数 

 

▶就労移⾏⽀援事業を通じて⼀般就労へ移⾏する⼈について、2023（令和５)年度末ま

でに２⼈を⽬標とします。 

図表Ⅲ-６ 就労移行支援事業からの一般就労移行目標者数 

項   目 目標数値 考え方 

2019（令和元）年度の就労移

行支援事業からの一般就労

移行者数 

１人 
2019（令和元）年度において就労移行支援事業から一

般就労した人数 

目標年度の就労移行支援事

業からの一般就労移行者数 

２人 

（2.00倍） 

2023（令和５)年度末において就労移行支援事業から

一般就労した人数 

 

▶就労継続⽀援事業を通じて⼀般就労へ移⾏する⼈について、2023（令和５)年度末ま

でに、就労継続⽀援Ａ型及び就労継続⽀援Ｂ型は各１⼈を⽬標とします。 

図表Ⅲ-７ 就労継続支援事業からの一般就労移行目標者数 

項   目 目標数値 考え方 

Ａ型 

2019（令和元）年度末の就労

継続支援Ａ型からの一般就

労移行者数 

０人 
2019（令和元）年度末において就労継続支援

Ａ型から一般就労した人数 

目標年度の就労継続支援Ａ

型からの一般就労移行者数 

１人 

（－倍） 

2023（令和５)年度末において就労継続支援

Ａ型事業から一般就労した人数 

Ｂ型 

2019（令和元）年度末の就労

継続支援Ｂ型からの一般就

労移行者数 

０人 
2019（令和元）年度末において就労継続支

援Ｂ型から一般就労した人数 

目標年度の就労継続支援Ｂ

型からの一般就労移行者数 

１人 

（－倍） 

2023（令和５)年度末において就労継続支援

Ｂ型事業から一般就労した人数 

 

(2) 就労定着支援事業の利用率と就労定着率 

▶2023（令和５）年度において就労移⾏⽀援事業等で⼀般就労に移⾏する⼈のうち、

７割が就労定着⽀援事業を利⽤することを⽬標とします。 

▶就労定着⽀援事業による職場定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とするこ

とを⽬標とします。 
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５ 相談⽀援体制の充実・強化 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

○2023（令和５）年度末までに、各市町村または各圏域において、総合的・専⾨的な相

談⽀援の実施及び地域の相談⽀援体制の強化を実施する体制を確保することを基本と

する。 

＜本町の目標＞ 

▶2023（令和５）年度末までに、⼤⼝町地域包括⽀援センターを中⼼として、総合的・

専⾨的な相談⽀援を⾏うとともに、地域共⽣社会の実現に向け、障害者相談⽀援事業や

重層的⽀援体制整備事業などと併せ、包括的な相談・⽀援体制の充実を図ります。 

 

６ 障害福祉サービス等の質の向上 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

○2023（令和５）年度末までに、市町村において障害福祉サービス等の質を向上させる

ための取組を実施する体制を構築することを基本とする。 

＜本町の目標＞ 

利⽤者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくため、県が実施する研修

等に担当職員を参加させるなど制度に対する理解を深めるとともに、⼤⼝町障がい福祉

調整会議において、障害福祉サービス等の提供状況を検証し、障害福祉サービスの質の向

上を図ります。 
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Ⅱ 障害福祉サービスの量の見込みと確保策 

１ 訪問系サービス 

障害福祉サービスの居宅系サービスには、居宅介護・重度訪問介護・同⾏援護・⾏動援

護・重度障害者等包括⽀援の訪問系サービスがあります。 

①居宅介護︓居宅において、⼊浴、排せつ及び⾷事の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事

並びに⽣活等に関する相談及び助⾔その他の⽣活全般にわたる援助を⾏うサービスで

す。 
 
②重度訪問介護︓重度の肢体不⾃由のため常時介護を必要とする⼈を対象に、居宅におい

て⻑時間にわたる介護と移動中の介護を総合的に⾏うサービスです。 
 
③同⾏援護︓視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する⼈を対象に、外出に同⾏し、

移動に必要な情報の提供、移動の援護、排泄及び⾷事等の介護等を⾏うサービスです。 
 
④⾏動援護︓⾃⼰判断⼒が制限されている⼈であって、危険回避ができない、⾃傷、異⾷、

徘徊等の⾏動障がいに対する援護を必要とする⼈を対象に、⾏動する際に⽣じる危険

を回避するための援護や外出時の移動⽀援を⾏うサービスです。 
 
⑤重度障害者等包括⽀援︓常時介護を要する障がい者であって、その介護の必要の程度が

著しく⾼い⼈を対象に、居宅介護等の複数のサービスを包括的に⾏うサービスです。 

 

(1) 第５期の計画と実績 

訪問系サービスは５つのサービスのうち、利⽤実績があるのは居宅介護及び⾏動援

護の２つです。2019（令和元）年度までの利⽤状況は、計画値に対して2018（平成30）

年度は179.1％、2019（令和元）年度は229.7％と⼤きく上回っています。 

2019（令和元）年度の数値をサ―ビスごとにみると、居宅介護は813時間／⽉で対

計画⽐301.1％と計画値を⼤幅に上回っていますが、⾏動援護は60時間／⽉で対計画

⽐66.7％と計画値を下回っています。同⾏援護は20時間／⽉と計画していましたが、利

⽤がありませんでした。
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図表Ⅲ-８ 訪問系サービスの計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

訪問系サービス合計 

計 画 
人／月 32 35 41 

時間／月 345 380 585 

実 績 
人／月 47 49  

時間／月 618 873  

対計画比 ％ 179.1 229.7  

 

居宅介護 

計 画 
人／月 25 27 29 

 時間／月 250 270 290 

 
実 績 

人／月 41 43  

 時間／月 553 813  

 対計画比 ％ 221.2 301.1  

 

重度訪問介護 

計 画 
人／月 0 0 1 

 時間／月 0 0 150 

 
実 績 

人／月 0 0  

 時間／月 0 0  

 対計画比 ％ - -  

 

同行援護 

計 画 
人／月 2 2 3 

 時間／月 20 20 30 

 
実 績 

人／月 0 0  

 時間／月 0 0  

 対計画比 ％ - -  

 

行動援護 

計 画 
人／月 5 6 7 

 時間／月 75 90 105 

 
実 績 

人／月 6 6  

 時間／月 65 60  

 対計画比 ％ 86.7 66.7  

 

重度障害者等包括支援 

計 画 
人／月 0 0 1 

 時間／月 0 0 10 

 
実 績 

人／月 0 0  

 時間／月 0 0  

 対計画比 ％ - -  

（注）実績は１月あたりに換算 

○単位についての考え方 

人／月 …１月あたりの利用実人数 

時間／月…１月あたりの延べ利用時間 

回／月 …１月あたりの延べ利用回数 
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(2) サービス量の見込み等 

訪問系サービスの量の⾒込みは、2018（平成30）年度から2019（令和元）年度の利

⽤実績を参考に、下記のとおりとしました。 

なお、同⾏援護はサービスの利⽤実績がありませんが、視覚障がい者の社会参加を促

進するために有効なサービスであるため、１⼈分を⾒込みました。重度訪問介護及び重

度障害者等包括⽀援については、サービスの利⽤実績がなく、サービス提供事業所も町

内、近隣市町にはないため利⽤者を⾒込みませんでした。 

図表Ⅲ-９ 訪問系サービスの見込量 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

居宅介護 

人／月 45 47 49 

時間／月 850 870 890 

重度訪問介護 

人／月 0 0 0 

時間／月 0 0 0 

同行援護 

人／月 1 1 1 

時間／月 10 10 10 

行動援護 

人／月 6 6 6 

時間／月 60 60 60 

重度障害者等包括支援 

人／月 0 0 0 

時間／月 0 0 0 

 

(3) サービス量の確保策 

地域移⾏の進展や家族状況の変化等により、訪問系サービスのニーズは⾼まると予

測されます。利⽤者のニーズを的確に把握し、必要なサービスが提供できる体制を整え

るよう努めます。 

また、相談⽀援事業の有効活⽤を促進し、サービス提供事業所との連携を図りながら、

利⽤者のニーズに応じたサービス量の確保に努めます。 

なお、障がい特性を理解したヘルパーを確保するため、町内のサービス提供事業所に

対し、各種研修等に関する情報提供を図るとともに、町内における潜在的な⼈材の発掘

に努めます。 
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２ ⽇中活動系サービス 

障害福祉サービスの⽇中活動系サービスには、⽣活介護、⾃⽴訓練（⽣活訓練・機能訓

練）、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援（Ａ型・Ｂ型）、就労定着⽀援事業、療養介護及び短期

⼊所（福祉型・医療型）があります。 

①⽣活介護︓常時介護を要する障がい程度が⼀定以上の障がい者を対象に、主として昼間

に施設で、⼊浴、排せつ⼜は⾷事の介護、創作的活動⼜は⽣産活動の機会の提供等を⾏

うサービスです。施設⼊所者も利⽤できます。 
 
②⾃⽴訓練（⽣活訓練）︓病院や施設を退院・退所した⼈や、特別⽀援学校を卒業した⼈

のうち、社会的リハビリテーションが必要な知的障がい者・精神障がい者に、地域⽣活

を営む上で必要な⽣活能⼒の維持・向上等のための訓練を⾏うサービスです。 
 
③⾃⽴訓練（機能訓練）︓病院を退院し、⾝体的リハビリテーションの継続や社会的リハ

ビリテーションの必要な⾝体障がい者や、特別⽀援学校を卒業し、社会的リハビリテー

ションの必要な⾝体障がい者に、地域⽣活を営む上で必要な⾝体機能の維持・回復等の

ための訓練を⾏うサービスです。 
 
④就労移⾏⽀援︓⼀般企業等への就労を希望する⼈に、⼀定期間、就労に必要な知識・能

⼒の向上のために必要な訓練を⾏うサービスです。 
 
⑤就労継続⽀援Ａ型︓⼀般就労に結びつかなかった障がい者等に、通所により雇⽤契約に

基づく就労の機会を提供するとともに、⼀般就労に必要な知識や能⼒が⾼まった⼈に

ついて⼀般就労への移⾏に向けて⽀援を⾏うサービスです。 
 
⑥就労継続⽀援Ｂ型︓⼀般就労や就労継続⽀援Ａ型の利⽤が困難な⼈等を対象として、通

所により就労や⽣産活動の機会を提供するサービスです。 
 
⑦就労定着⽀援事業︓就労移⾏⽀援等を利⽤して⼀般就労へ移⾏した⼈を対象に、相談を

通じて⽣活⾯の課題を把握するとともに、企業や関係機関との連絡調整等の⽀援を⾏

うサービスです。 
 
⑧療養介護︓医療と常時介護を必要とする⼈に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看

護、介護、⽇常⽣活の世話を⾏うサービスです。 
 
⑨短期⼊所︓⾃宅で介護する⼈が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、⼊浴、

排せつ、⾷事の介護等を⾏うサービスです。 
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(1) 第５期の計画と実績 

2019（令和元）年度の数値をサ―ビスごとにみると、⽣活介護は578⽇／⽉で対計画

⽐85.0％、⾃⽴訓練（⽣活訓練）は48⽇／⽉で対計画⽐160.0％、就労移⾏⽀援は82⽇

／⽉で167.3％、就労継続⽀援Ａ型は319⽇／⽉で対計画⽐85.1％、就労継続⽀援Ｂ型

は336⽇／⽉で対計画⽐176.8％、療養介護は２⼈／⽉で対計画⽐100.0％となっていま

す。2018（平成30）年度から制度化された就労定着⽀援は、計画に⾒込んでいません

でしたが、1⼈／⽉の実績ありました。また、⾃⽴訓練（機能訓練）は20⽇／⽉と計画

していましたが、利⽤がありませんでした。 

短期⼊所（福祉型）は、2018（平成30）年度は32⽇／⽉で対計画⽐152.4％、2019

（令和元）年度は45⽇／⽉で対計画⽐214.3％と計画を⼤きく上回っています。  

図表Ⅲ-10 日中活動系サービスの計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

生活介護 

計 画 
人／月 33 34 35 

日／月 660 680 700 

実 績 
人／月 32 32  

日／月 612 578  

対計画比 ％ 92.7 85.0  

自立訓練 
（生活訓練） 

計 画 
人／月 3 3 3 

日／月 30 30 30 

実 績 
人／月 2 2  

日／月 36 48  

対計画比 ％ 120.0 160.0  

自立訓練 
（機能訓練） 

計 画 
人／月 1 1 1 

日／月 20 20 20 

実 績 
人／月 0 0  

日／月 0 0  

対計画比 ％ - -  

就労移行支援 

計 画 
人／月 6 7 8 

日／月 42 49 56 

実 績 
人／月 2 5  

日／月 28 82  

対計画比 ％ 66.7 167.3  

就労継続支援Ａ型 

計 画 
人／月 24 25 26 

日／月 360 375 390 

実 績 
人／月 13 15  

日／月 286 319  

対計画比 ％ 79.4 85.1  
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区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

就労継続支援Ｂ型 

計 画 
人／月 18 19 20 

日／月 180 190 200 

実 績 
人／月 18 22  

日／月 302 336  

対計画比 ％ 167.8 176.8  

就労定着支援 
 
※2018(平成30)年度から

制度化 

計 画 人／月 0 0 1 

実 績 人／月 0 1  

対計画比 ％ - -  

療養介護 

計 画 人／月 2 2 3 

実 績 人／月 2 2  

対計画比 ％ 100.0 100.0  

短期入所 

福祉型 

計 画 
人／月 14 14 15 

日／月 21 21 23 

実 績 
人／月 8 10  

日／月 32 45  

対計画比 ％ 152.4 214.3  

医療型 

計 画 
人／月 0 0 1 

日／月 0 0 7 

実 績 
人／月 0 0  

日／月 0 0  

対計画比 ％ - -  

（注）実績は１月あたりに換算 

 
 

(2) サービス量の見込み等 

⽇中活動系サービスの量の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の

利⽤実績を参考に、次のとおりとしました。 

⾃⽴訓練（機能訓練）及び短期⼊所（医療型）はサービスの利⽤実績がありませんが、

サービス内容の有効性やリハビリテーション⼜は医療的ケアの必要度の⾼い⼈の増加

などを考慮し⾒込みました。 
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図表Ⅲ-11 日中活動系サービスの見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

生活介護 
人／月 33 33 33 

日／月 600 600 600 

自立訓練（生活訓練） 
人／月 2 2 3 

日／月 40 40 60 

自立訓練（機能訓練） 
人／月 1 1 1 

日／月 20 20 20 

就労移行支援 
人／月 7 8 9 

日／月 105 120 135 

就労継続支援Ａ型 
人／月 17 18 19 

日／月 340 360 380 

就労継続支援Ｂ型 
人／月 24 24 24 

日／月 360 360 360 

就労定着支援 人／月 2 2 3 

療養介護 人／月 2 2 2 

短期入所 

福祉型 
人／月 15 16 17 

日／月 60 64 68 

医療型 
人／月 0 0 1 

日／月 0 0 4 

 

(3) サービス量の確保策 

各事業とも、既存の事業所との連携により、利⽤者のニーズに対して必要なサービス

が提供できる体制を整えるよう努めます。 

就労移⾏⽀援、就労継続⽀援については、特別⽀援学校をはじめ教育関係者、サービ

ス提供事業所、町で情報を共有し、特別⽀援学校卒業者の将来における地域での⾃⽴を

前提に、当該事業が効果的に提供できるよう⽀援していきます。 

また、障がい特性を理解した従業者を確保するため、各種研修等に関する情報提供に

努めます。 
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グループホーム 

３ 居住系サービス 

居住系サービスには、⾃⽴⽣活援助、共同⽣活援助（グループホーム）及び施設⼊所⽀

援があります。 

①⾃⽴⽣活援助︓障害者⽀援施設やグループホーム等から⼀⼈暮らしへの移⾏を希望す

る知的障がい者、精神障がい者等について、本⼈の意思を尊重した地域⽣活を⽀援する

ため、⼀定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい者の理解⼒、

⽣活⼒等を補う観点から、適時のタイミングで適切な⽀援を⾏う事業です。 
 

  ⾃⽴⽣活援助の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
②共同⽣活援助（グループホーム）︓夜間や休⽇、共同⽣活を⾏う住居で、相談、⼊浴、

排せつ⼜は⾷事の介護その他の⽇常⽣活上の援助を⾏うサービスです。 
 
③施設⼊所⽀援︓施設に⼊所する⼈に、夜間や休⽇、⼊浴、排せつ、⾷事の介護等を⾏う

サービスです。 

 

一人暮らしを希望 

する障がい者が移行 
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(1) 第５期の計画と実績 

2019（令和元）年度の数値をサ―ビスごとにみると、共同⽣活援助は４⼈で対計画

⽐66.7％、施設⼊所⽀援は15⼈で対計画⽐93.8％でした。 

図表Ⅲ-12 居住系サービスの計画と実績 

区   分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

自立生活援助 
 
※2018(平成30)年度から制度化 

計  画 人／月 0 0 1 

実  績 人／月 0 0  

対計画比 ％ - -  

共同生活援助 
（グループホーム） 

計  画 人／月 6 6 11 

実  績 人／月 3 4  

対計画比 ％ 50.0 66.7  

施設入所支援 

計  画 人／月 16 16 15 

実  績 人／月 15 15  

対計画比 ％ 93.8 93.8  

（注）実績は１月あたりに換算 

 

(2) サービス量の見込み等 

居住系サービス量の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利⽤実

績を考慮し、下記のとおりとしました。 

共同⽣活援助については、町内の既存事業所の定員をベースに、福祉施設からの移⾏

者、精神科病院退院者をはじめとした新たな⼊居者等を勘案しました。施設⼊所⽀援に

ついては、国の基本⽅針と本町の利⽤者の実情を勘案し、2023（令和５）年度末時点

の利⽤者数を、2019（令和元）年度末の施設⼊所者15⼈から１⼈減少した14⼈としま

した。また、⾃⽴⽣活援助は、サービスの利⽤実績はありませんが、地域移⾏の促進に

必要なサービスであること等を考慮して⾒込みました。 

図表Ⅲ-13 居住系サービスの見込量 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

自立生活援助 人／月 0 0 1 

 うち精神障がい者 人／月 0 0 1 

共同生活援助 人／月 10 11 13 

 うち精神障がい者 人／月 3 3 3 

施設入所支援 人／月 15 15 14 
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(3) サービス量の確保策 

⾃⽴⽣活援助については、利⽤者のニーズを把握しながら、提供可能な事業所への参

⼊を要請していきます。 

共同⽣活援助の事業所は、現在、町内に１か所（定員５⼈）整備されていますが、地

域における⽣活の場としてグループホームを望む声が少なくないことから、今後の整

備について、開設時期、運営主体等も含め、関係団体等と協議しながら検討していきま

す。 

施設⼊所⽀援については、広域的な対応により必要なサービスを提供していきます。 
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４ 相談⽀援 

障がい者の相談⽀援には、計画相談⽀援、地域移⾏⽀援及び地域定着⽀援があります。 

①計画相談⽀援︓障害福祉サービス等を利⽤するためのサービス等利⽤計画の作成及び

⾒直しを⾏います。 
 
②地域移⾏⽀援︓⼊所している障がい者または⼊院している精神障がい者の地域⽣活に

移⾏するための相談⽀援を⾏います。 
 
③地域定着⽀援︓居宅において単⾝で⽣活する障がい者が地域⽣活を継続していくため

の各種⽀援を⾏います。 

 

(1) 第５期の計画と実績 

2019（令和元）年度の計画相談⽀援は20⼈／⽉で対計画⽐71.4％と⾒込みを下回っ

ています。地域移⾏⽀援及び地域定着⽀援は実績がありません。 

図表Ⅲ-14 相談支援の計画と実績 

区   分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

計画相談支援 

計  画 人／月 27 28 29 

実  績 人／月 17 20  

対計画比 ％ 63.0 71.4  

地域移行支援 

計  画 人／月 1 1 1 

実  績 人／月 0 0  

対計画比 ％ 0.0 0.0  

地域定着支援 

計  画 人／月 1 1 1 

実  績 人／月 0 0  

対計画比 ％ 0.0 0.0  

（注）実績は１月あたりに換算 

 
(2) サービス量の見込み等 

計画相談⽀援については、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利⽤実績を

考慮するとともに、利⽤希望者が順次拡⼤することを想定して⾒込みました。 

地域移⾏⽀援及び地域定着⽀援については、実績がありませんが、⼊所・⼊院者の地

域⽣活への移⾏等を勘案して設定しました。 
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図表Ⅲ-15 相談支援の見込量 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

計画相談支援 人／月 28 30 32 

地域移行支援 人／月 0 0 1 

 うち精神障がい者 人／月 0 0 1 

地域定着支援 人／月 1 1 1 

 うち精神障がい者 人／月 1 1 1 

 

(3) サービス量の確保策 

サービス等利⽤計画の作成とモニタリングを適切に実施していけるよう相談⽀援体

制の充実を図ります。 

地域移⾏⽀援及び地域定着⽀援については、⼀般相談⽀援事業所との連携のもと、対

象となる⼈が地域⽣活に移⾏できるよう⽀援するとともに、できるだけ多くの⼈が地

域⽣活に移⾏できるよう、制度の周知を図ります。 

また、相談⽀援事業所に対して訪問等による専⾨的な指導・助⾔、⼈材育成のための

⽀援等を⾏い、地域の相談⽀援体制の強化を図ります。 

図表Ⅲ-16 相談支援体制の充実・強化のための取組 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

訪問等による専門的な指導・

助言件数 
件 2 2 2 

地域の相談支援事業所の人材

育成の支援件数 
件 1 1 1 

地域の相談機関との連携強化

の取組の実施回数 
回 1 1 1 
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Ⅲ 地域生活支援事業の量の見込みと確保策 

１ 本町における地域⽣活⽀援事業の概要 

地域⽣活⽀援事業は、障がい者が⾃⽴した⽇常⽣活や社会⽣活を営むことができるよ

う、地域の特性やサービスを利⽤する⼈の状況に応じた柔軟な形態による事業を効果的・

効率的に実施することを⽬的としています。 

地域⽣活⽀援事業には、必ず実施しなければならない必須事業と、町の判断で実施する

ことができる任意事業があります。本町が地域⽣活⽀援事業として実施する事業は次の

とおりです。 

図表Ⅲ-17 実施する地域生活支援事業の種類 

区  分 実  施  事  業 

必 須 事 業 

・理解促進研修・啓発事業 

・自発的活動支援事業 

・相談支援事業 

成年後見制度 
・成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度法人後見支援事業 

・意思疎通支援事業 

・日常生活用具給付等事業 

・手話奉仕員養成研修事業 

・移動支援事業 

・地域活動支援センター事業 

任 意 事 業 

・生活訓練等事業（視覚障がい者歩行訓練事業） 

・日中一時支援事業 

・自動車改造費助成事業 
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２ 必須事業 

①理解促進研修・啓発事業︓障がい者が⽇常⽣活を営む上で⽣じる「社会的障壁」を除去

するため、障がい者の理解を深めるため研修や啓発を⾏う事業です。 
 
②⾃発的活動⽀援事業︓障がい者が⾃⽴した⽇常⽣活及び社会⽣活を営むことができる

よう、障がい者やその家族、地域住⺠などによる⾃発的な取組を⽀援する事業です。 
 
③相談⽀援事業︓障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供・助⾔、障害福祉サー

ビスの利⽤⽀援、権利擁護のために必要な援助などを⾏う事業です。 
 
④成年後⾒制度利⽤⽀援事業︓知的障がい者または精神障がい者に対し、成年後⾒制度の

申⽴てに要する経費、後⾒⼈等の報酬を助成する事業です。 
 
⑤成年後⾒制度法⼈後⾒⽀援事業︓成年後⾒制度における後⾒などの業務を適正に⾏う

ことができる法⼈を確保できる体制を整備するとともに、市⺠後⾒⼈の活⽤も含めた

法⼈後⾒の活動を⽀援する事業です。 
 
⑥意思疎通⽀援事業︓聴覚、⾔語・⾳声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図

ることに⽀障のある⼈が、他の⼈との意思疎通を円滑にできるよう、⼿話通訳者・要約

筆記者の派遣を⾏う事業です。 
 
⑦⽇常⽣活⽤具給付等事業︓障がい者の⽇常⽣活上の便宜を図るため、⾃⽴⽣活⽀援⽤具

等の⽇常⽣活⽤具を給付または貸与を⾏う事業です。 
 
⑧⼿話奉仕員養成研修事業︓聴覚障がい者が⾃⽴した⽇常⽣活または社会⽣活を営むこ

とができるよう、⼿話奉仕員を養成する事業です。 
 
⑨移動⽀援事業︓屋外での移動が困難な障がい者に対し、社会⽣活上、必要不可⽋な外出

及び余暇活動等の社会参加を促進するため、外出時における移動を⽀援する事業です。 
 
⑩地域活動⽀援センター事業︓障がい者の地域における⾃⽴⽣活と社会参加を促進する

ため、地域活動⽀援センターへの通所により、創作的活動または⽣産活動の機会を提供

し、社会との交流の促進等の⽀援する事業です。 
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(1) 理解促進研修・啓発事業 

■第５期計画と実績 

「障害者差別解消法」について、住⺠の理解の浸透を図るため、広報おおぐちや公式

ホームページを通じて関連情報を提供します。また、「障がい福祉セミナー」を⼤⼝町

地域包括⽀援センターに委託して開催しました。 

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

引き続き、広報おおぐちや公式ホームページを通じて関連情報を提供するとともに、

「障がい福祉セミナー」を⼤⼝町地域包括⽀援センターに委託して開催します。 

図表Ⅲ-18 理解促進研修・啓発事業の見込み 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有 有 

 

(2) 自発的活動支援事業 

■第５期計画と実績 

障がい者が⾃⽴した⽇常⽣活や社会⽣活を営むことができるよう、障がい者、その家

族、当事者団体によるピアサポート（同じような⽴場の⼈によるサポート）活動など社

会活動に対する⽀援を⾏いました。 

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

引き続き、障がい者、その家族、当事者団体などの活動場所の提供や情報提供を通じ、

障がい者等が⾃発的に⾏う活動に対する⽀援をします。 

図表Ⅲ-19 自発的活動支援事業の見込み 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

自発的活動支援事業 実施の有無 有 有 有 

 

(3) 相談支援事業 

■第５期計画と実績 

⼤⼝町地域包括⽀援センターにおいて、当事者及びその家族からの相談に応じ、必要

な情報の提供・助⾔、障害福祉サービスの利⽤⽀援等を⾏うとともに、制度・サービス

の周知活動、障がい者の権利擁護のための情報提供・利⽤促進等の⽀援を⾏っています。 
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図表Ⅲ-20 相談支援事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

障害者相談支援事業 

計 画 か所 2 2 2 

実 績 か所 1 1  

対計画比 ％ 50.0 50.0  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

引き続き、障がい者が安⼼して地域で⽣活できるよう、⼤⼝町地域包括⽀援センター

を中⼼に既存事業所との連携を強化し、相談⽀援体制の充実を図ります。また、基幹相

談⽀援センターへの移⾏を念頭に、関係機関と連携を図りながら、本町の実情に即した

相談体制に向けての機能強化を図ります。 

住宅⼊居等⽀援事業については、利⽤者のニーズを把握した上で、実施に向け検討し

ていきます。 

図表Ⅲ-21 相談支援事業の見込み 

区    分 2021 
（令和３）年度 

2022 
（令和４）年度 

2023 
（令和５）年度 

一般相談支援事業 か所 1 1 1 

基幹相談支援センターの設置 設置の有無 無 無 有 

基幹相談支援センター等機能
強化事業 

実施の有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 実施の有無 無 無 有 

 

(4) 成年後見制度利用支援事業 

■第５期計画と実績 

町⻑による申し⽴てを⾏った知的障がい者または精神障がい者に対し、成年後⾒制

度の申⽴てに要する経費、後⾒⼈等の報酬を助成する成年後⾒制度利⽤⽀援事業を実

施しています。2019（令和元）年度は、１件の利⽤実績があり、対計画⽐は33.3％で

す。 

図表Ⅲ-22 成年後見制度利用支援事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

成年後見制度利用支援事業 

計 画 件 1 3 5 

実 績 件 0 1  

対計画比 ％ 0.0 33.3  
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■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

⾼齢化の進展と家族状況の変化により、対象者が増加することを想定して⾒込みま

した。判断能⼒が不⼗分な障がい者の障害福祉サービスの利⽤契約の締結等が適切に

⾏われ、安⼼して地域⽣活を送ることができるよう、事業の普及に努めます。 

図表Ⅲ-23 成年後見制度利用支援事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

成年後見制度利用支援事業 件 1 1 2 

 

(5) 成年後見制度法人後見支援事業 

■第５期計画と実績 

尾張北部権利擁護⽀援センターとの連携を図りながら、本町の権利擁護体制につい

て検討してきました。 

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

成年後⾒制度における後⾒等の業務を適正に⾏うことができる法⼈を確保できるよ

う、引き続き、尾張北部権利擁護⽀援センターと連携し、本町における権利擁護体制の

強化を図ります。 

図表Ⅲ-24 成年後見制度法人後見支援事業の見込み 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

成年後見制度法人後見支援

事業 

実施の 

有無 
無 無 有 

 

(6) 意思疎通支援事業 

■第５期計画と実績 

聴覚、⾔語・⾳声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図ることに⽀障があ

る⼈に、⼿話通訳者・要約筆記者等を派遣しています。 

2019（令和元）年度は⼿話通訳者派遣が48件の実績があり、対計画⽐は73.8％です。 
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図表Ⅲ-25 意思疎通支援事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

手話通訳者派遣 

計 画 件 60 65 70 

実 績 件 46 48  

対計画比 ％ 76.7 73.8  

要約筆記者派遣 

計 画 件 1 1 1 

実 績 件 0 0  

対計画比 ％ 0.0 0.0  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

意思疎通⽀援事業の量の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利

⽤実績を参考に下記のとおりとしました。事業は、引き続き、愛知県聴覚障害者協会及

び愛知県⾝体障害者福祉団体連合会に委託します。 

図表Ⅲ-26 意思疎通支援事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

手話通訳者設置事業 人 0 0 0 

手話通訳者派遣事業 件 50 50 50 

要約筆記者派遣事業 件 1 1 1 

 

(7) 日常生活用具給付等事業 

■第５期計画と実績 

障がい者が安定した⽇常⽣活を送ることができるよう、⽇常⽣活⽤具の給付を実施

しています。 

2019（令和元）年度の数値をみると、排泄管理⽀援具は366件で対計画⽐197.8％と

なっており、計画値を⼤幅に上回っています。 
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図表Ⅲ-27 日常生活用具給付等事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年

度 

2019 
(令和元)年

度 

2020 
(令和２)年

度 

介護・訓練支援用具 

計 画 件 2 2 2 

実 績 件 0 1  

対計画比 ％ 0.0 50.0  

自立生活支援用具 

計 画 件 2 2 2 

実 績 件 2 0  

対計画比 ％ 100.0 0.0  

在宅療養等支援用具 

計 画 件 4 4 4 

実 績 件 1 5  

対計画比 ％ 25.0 125.0  

情報・意思疎通支援用具 

計 画 件 4 4 4 

実 績 件 4 2  

対計画比 ％ 100.0 50.0  

排泄管理支援用具 

計 画 件 180 185 190 

実 績 件 351 366  

対計画比 ％ 195.0 197.8  

居宅生活動作補助用具 

計 画 件 1 1 1 

実 績 件 0 0  

対計画比 ％ 0.0 0.0  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

⽇常⽣活⽤具給付等事業の量の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年

度の利⽤実績を考慮し、下記のとおりとしました。 

障がい者が安定した⽇常⽣活を送ることができるよう、事業の周知を図るとともに、

障がいの特性に合わせた適切な⽇常⽣活⽤具の給付に努めます。 

図表Ⅲ-28 日常生活用具給付等事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

介護・訓練支援用具 件 2 2 2 

自立生活支援用具 件 2 2 2 

在宅療養等支援用具 件 5 5 5 

情報・意思疎通支援用具 件 4 4 4 

排泄管理支援用具 件 380 385 390 

居宅生活動作補助用具 件 1 1 1 
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(8) 手話奉仕員養成研修事業 

■第５期計画と実績 

聴覚障がい者が⾃⽴した⽇常⽣活または社会⽣活を営むことができるよう、平成26

年度から⼿話奉仕員の養成研修を近隣市町と共同で委託して開催しています。 

2019（令和元）年度は３⼈の実績があり、対計画⽐は60.0％です。 

図表Ⅲ-29 手話奉仕員養成研修事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

研修終了者数 

計 画 人 5 5 6 

実 績 人 1 3  

対計画比 ％ 20.0 60.0  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

⼿話奉仕員養成研修事業の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の

利⽤実績を考慮し、下記のとおりとしました。 

意思疎通に⽀援を必要とする⼈が安⼼して⽇常⽣活を送ることができるよう⼿話奉

仕員養成に努めます。 

図表Ⅲ-30 手話奉仕員養成研修事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

研修修了者数 人 5 5 5 

 

(9) 移動支援事業 

■第５期計画と実績 

屋外での移動が困難な障がい者が、社会⽣活上、必要不可⽋な外出や余暇活動等の社

会参加を促進するため、外出時における移動を⽀援しています。 

2019（令和元）年度は2,652時間の実績があり、対計画⽐は73.7％です。 

図表Ⅲ-31 移動支援事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

移動支援事業 

計 画 
人 40 40 40 

時間 3,600 3,600 3,600 

実 績 
人 49 41  

時間 2,708 2,652  

対計画比(時間) ％ 75.2 73.7  
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■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

移動⽀援事業の量の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利⽤実

績を考慮し、下記のとおりとしました。 

移動に⽀援を必要とする⼈の外出、社会参加を促進するため事業の周知に努めます。 

図表Ⅲ-32 移動支援事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

移動支援事業 

人 45 45 45 

時間 2,700 2,700 2,700 

 

(10) 地域活動支援センター事業 

■第５期計画と実績 

障がい者の地域における⾃⽴⽣活と社会参加の促進を図るため、障がい者が地域活

動⽀援センターへの通所により、創作的活動または⽣産活動の機会の提供、社会との交

流の促進に向け⽀援を⾏っています。 

また、精神障がい者については、⽝⼭市にある地域活動⽀援センター希楽⾥に委託し、

専⾨的な相談を含め⽀援を⾏っています。 

2019（令和元）年度は2,021回の実績があり、対計画⽐は74.9％です。 

図表Ⅲ-33 地域活動支援センター事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

地域活動支援センタ

ー事業 

計 画 
人 28 30 32 

回 2,520 2,700 2,880 

実 績 
人 29 23  

回 1,625 2,021  

対計画比(回) ％ 64.5 74.9  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

地域活動⽀援センター事業の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度

の利⽤実績を考慮し、次のとおりとしました。 

サービス提供事業所との連携のもと、利⽤者のニーズに応じた内容のサービスが提

供できる体制を整えるとともに、サービス量の確保と質の向上に努めます。 
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図表Ⅲ-34 地域活動支援センター事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

地域活動支援センター事業 

人 30 30 30 

回 2,700 2,700 2,700 

か所 2 2 2 
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３ 任意事業 

①⽣活訓練等事業（視覚障がい者歩⾏訓練事業）︓視覚障がい者に対し、歩⾏訓練⼠を派

遣し、⽩杖による歩⾏訓練等の⽣活訓練を実施する事業です。 
 
②⽇中⼀時⽀援事業︓障がい者や障がい児に活動の場を提供し、その家族の⼀時的な休息

を図るため、⽇中、⽇常⽣活上の必要な⽀援を⾏う事業です。 
 
③⾃動⾞改造助成事業︓⾝体障がい者が、⾃ら所有し運転する⾃動⾞の改造に要する経費

の⼀部を助成する事業です。 

 

 

(1) 生活訓練等事業（視覚障がい者歩行訓練事業） 

■第５期計画と実績 

2019（令和元）年度から始まった新しい事業で、在宅の視覚障がい者の⾃⽴と社会

参加の促進を図るため、視覚障がい者に歩⾏訓練⼠を派遣し、⽩杖による歩⾏訓練等の

⽣活訓練を⾏っています。2019（令和元）年度は１⼈の実績がありました。 

図表Ⅲ-35 生活訓練等事業（視覚障がい者歩行訓練事業）の実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

生活訓練等事業（視覚障
がい者歩行訓練事業） 

実 績 人 
 

1 
 

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

⽣活訓練等事業（視覚障がい者歩⾏訓練事業）の⾒込みは、2019（令和元）年度の

利⽤実績を考慮し、下記のとおりとしました。 

新しい取り組みであり、制度を知っている⽅も少ないため、内容の周知を図りながら

継続して実施します。 

図表Ⅲ-36 生活訓練等事業（視覚障がい者歩行訓練事業）の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

生活訓練等事業（視覚障がい

者歩行訓練事業） 
人 3 3 3 
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(2) 日中一時支援事業 

■第５期計画と実績 

障がい者や障がい児に活動の場を提供し、その家族の⼀時的な休息を図るため、⽇中、

⽇常⽣活上の必要な⽀援を⾏っています。 

2019（令和元）年度は205回の実績があり、対計画⽐は58.6％です。 

図表Ⅲ-37 日中一時支援事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

日中一時支援事業 

計 画 
人 10 10 10 

回 350 350 350 

実 績 
人 10 11  

回 245 205  

対計画比(回) ％ 70.0 58.6  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

⽇中⼀時⽀援事業の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利⽤実

績を考慮し、下記のとおりとしました。 

障がい者を⽇常的に介護している家族を⽀援するため、内容充実を図りながら継続

して実施します。 

図表Ⅲ-38 日中一時支援事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

日中一時支援事業 

人 12 12 12 

回 420 420 420 
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(3) 自動車改造費助成事業 

■第５期計画と実績 

障がい者が、⾃らが運転する⾃動⾞を改造する際に要する費⽤の⼀部を助成してい

ます。 

第５期計画における実績をみると、概ね計画どおりです。 

図Ⅲ-39 自動車改造費助成事業の計画と実績 

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

自動車改造費助成事業 

計 画 人 2 2 2 

実 績 人 2 1  

対計画比 ％ 100.0 50.0  

■今後の事業展開とサービス量の見込み等 

⾃動⾞改造費助成事業の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利

⽤実績を考慮し、下記のとおりとしました。 

⾝体障がい者の社会参加を促進するため、今後も継続して実施していきます。 

図表Ⅲ-40 自動車改造費助成事業の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

自動車改造費助成事業 人 1 1 1 
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第４章 第２期障害児福祉計画 

Ⅰ 目標指標 

＜国の基本指針に示す目標＞ 

①2023（令和５）年度末までに、児童発達⽀援センターを各市町村または各圏域に少な

くとも１か所以上設置することを基本とする。 

②2023（令和５）年度末までに、児童発達⽀援センターが保育所等訪問⽀援を実施する

等により、すべての市町村において、保育所等訪問⽀援を利⽤できる体制を構築するこ

とを基本とする。 

③2023（令和５）年度末までに、主に重症⼼⾝障がい児を⽀援する児童発達⽀援事業所

及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを

基本とする。 

④2023（令和５）年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医

療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるととも

に、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。なお、市

町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した上での、圏域での設置であっ

ても差し⽀えない。 

＜本町の目標＞ 

(1) 児童発達支援センターの整備 

▶児童発達⽀援センターの整備については、これまで、障害保健福祉圏域内の市町と連

携して検討してきましたが、近隣市町の動向等を注視しつつ、町単独設置も含め2023

（令和５）年度までに１か所整備することを⽬標とします。 

図表Ⅳ-１ 児童発達支援センターの整備目標 

項   目 目標数値 考え方 

児童発達支援センター １か所 
2023（令和５)年度末までに圏域内の市町と連携また

は町単独で整備 
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(2) 保育所等訪問支援の整備 

▶近隣の事業所との連携により、2023（令和５）年度末までに保育所等訪問⽀援を利

⽤できる体制の構築をめざします。 

 

(3) 重症心身障がい児を支援する事業所の充実 

▶重症⼼⾝障がい児が⾝近な地域で安⼼して⽀援を受けられるよう、重症⼼⾝障がい

児を⽀援する児童発達⽀援及び放課後等デイサービスを⾏う事業所の参⼊を促進し

ます。 

図表Ⅳ-２ 重症心身障がい児を支援する事業所の整備目標 

項   目 目標数値 考え方 

児童発達支援事業所 １か所 
ニーズを把握しながら参入を促進 

放課後等デイサービス １か所 

 

(4) 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の充実 

▶医療的ケア児に対する総合的な⽀援体制の構築に向け、協議の場である⼤⼝町障が

い福祉調整会議を中⼼に関係機関との連携及び情報共有を図っていくとともに、引

き続き、⽀援を調整するコーディネーターを配置します。 
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Ⅱ 障がい児に対するサービスの量の見込みと確保策 

１ 障害児通所⽀援 

児童通所⽀援には、児童発達⽀援、医療型児童発達⽀援、放課後等デイサービス、保育

所等訪問⽀援及び居宅訪問型児童発達⽀援があります。 

①児童発達⽀援︓児童発達⽀援は、⾝近な地域の障がい児⽀援の専⾨施設（事業）として、

通所利⽤の障がい児や、地域の障がい児、その家族に対して、⽇常⽣活における基本的

な動作の指導等の⽀援を⾏うものです。 
 
②医療型児童発達⽀援︓医療型児童発達⽀援は、児童発達⽀援及び治療を⾏うものです。 
 
③放課後等デイサービス︓放課後等デイサービスは、学校通学中の障がい児に、放課後や

夏休み等の⻑期休暇中において、⽣活能⼒向上のための訓練、社会との交流を促進する

など必要な⽀援を⾏うものです。 
 
④保育所等訪問⽀援︓保育所等訪問⽀援は、保育所等を利⽤中⼜は利⽤する予定がある障

がい児が通う保育所等を訪問し、他の児童との集団⽣活への適応のための専⾨的な⽀

援や便宜を供与するものです。 
 
⑤居宅訪問型児童発達⽀援︓重度の障がい等の状態にある障がい児であって、障害児通所

⽀援を利⽤するために外出することが著しく困難な⼦どもに発達⽀援が提供できるよ

う、障がい児の居宅を訪問して発達⽀援を⾏う事業です。 
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(1) 第５期計画と実績 

2019（令和元）年度の数値をサ―ビスごとにみると、児童発達⽀援は67回／⽉で対

計画⽐68.4％、放課後等デイサービスは581⽇／⽉で対計画⽐107.6％となっています。

保育所等訪問⽀援は１⽇／⽉と計画していましたが、利⽤がありませんでした。 

図表Ⅳ-３ 障害児通所支援の計画と実績                

区     分 単位 

第５期 

2018 
(平成30)年度 

2019 
(令和元)年度 

2020 
(令和２)年度 

児童発達支援 

計 画 
人／月 26 28 30 

回／月 91 98 105 

実 績 
人／月 19 17  

回／月 91 67  

対計画比 ％ 100.0 68.4  

医療型児童発達支援 

計 画 
人／月 0 0 1 

回／月 0 0 7 

実 績 
人／月 0 0  

回／月 0 0  

対計画比 ％ - -  

放課後等デイサービス 

計 画 
人／月 55 60 65 

日／月 495 540 585 

実 績 
人／月 90 93  

日／月 558 581  

対計画比 ％ 112.7 107.6  

保育所等訪問支援 

計 画 
人／月 0 1 2 

日／月 0 1 2 

実 績 
人／月 1 0  

日／月 1 0  

対計画比 ％ - -  

居宅訪問型児童発達支援 

※2018（平成30）年度から
制度化 

計 画 
人／月 0 0 1 

日／月 0 0 7 

実 績 
人／月 0 0  

日／月 0 0  

対計画比 ％ - -  

（注）実績は１月あたりに換算 

 

(2) サービス量の見込み等 

障害児通所⽀援のサービス量の⾒込みは、2018（平成30）年度と2019（令和元）年

度の利⽤実績を考慮し、次のとおりとしました。サービスの利⽤実績のない医療型児童

発達⽀援及び居宅訪問型児童発達⽀援は、サービス内容の有効性や医療的ケアの必要

度の⾼い⼈の増加などを考慮して⾒込みました。 
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図表Ⅳ-４ 障害児通所支援の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

児童発達支援 
人／月 20 20 20 

回／月 100 100 100 

医療型児童発達支援 
人／月 0 0 1 

回／月 0 0 7 

放課後等デイサービス 
人／月 95 100 105 

回／月 570 600 630 

保育所等訪問支援 
人／月 1 1 1 

回／月 1 1 1 

居宅訪問型児童発達支援 
人／月 0 0 1 

回／月 0 0 7 

 

(3) サービス量の確保策 

利⽤者のニーズに応じ、各事業に取り組む事業所の参⼊の促進に努めます。また、障

害保健福祉圏域内の市町と連携して、2023（令和５）年度末までに主に重症⼼⾝障が

い児を⽀援する児童発達⽀援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保をめざし

ます。 
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２ 障害児相談⽀援 

障がいのある⼦どもが障害福祉サービス等を利⽤する際に、サービス等利⽤計画の作

成及び⽀給決定後のサービス等利⽤計画の⾒直し（モニタリング）を⾏います。 

 

(1) 第５期計画と実績 

第５期計画における障害児相談⽀援の実績は、概ね計画どおりとなっております。 

図表Ⅳ-５ 障害児相談支援の計画と実績 

区     分 単位 
第５期 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

障害児相談支援 

計 画 人／月 15 18 21 

実 績 人／月 15 17  

対計画比 ％ 100.0 94.4  

 

(2) サービス量の見込み等 

2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利⽤実績を考慮し、下記のとおりとし

ました。 

図表Ⅳ-６ 障害児相談支援の見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

障害児相談支援 人／月 20 23 26 

 

(3) サービス量の確保策 

障害児⽀援利⽤計画の作成とモニタリングを適切に実施していけるよう相談⽀援体

制の充実を図ります。 
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３ ⼦ども・⼦育て⽀援 

(1) 第５期計画と実績 

2020（令和２）年４⽉現在、町⽴保育園が３園、私⽴保育園が１園あります。すべ

ての園で、障がい児を受け⼊れており、当該児童は８⼈です。 

2020（令和２）年４⽉現在、町内の放課後児童クラブは４か所あります。すべての

クラブで、障がい児を受け⼊れており、当該児童は６⼈です。 

図表Ⅳ-７ 保育園及び放課後児童健全育成事業における障がい児の受け入れの計画と実績 

区   分 

実 績 

2020 

（令和２）年度 

保育園における障がい児の受け入れ 人 8 

放課後児童健全育成事業における障がい児の受け入れ 人 6 

（注）実績は４月現在 

 

(2) サービス量の見込み等 

2018（平成30）年度と2019（令和元）年度の利⽤実績を考慮し、下記のとおりとし

ました。 

図表Ⅳ-８ 保育園及び放課後児童健全育成事業における障がい児の受け入れの見込量 

区  分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

保育園における障がい児の受

け入れ 
人 8 9 9 

放課後児童健全育成事業にお

ける障がい児の受け入れ 
人 6 7 7 

 

(3) サービス量の確保策 

保育園及び放課後児童クラブにおいて、引き続きニーズに対応ができるよう、障がい

児の受け⼊れ体制等を整えていきます。 
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４ 医療的ケア児に対する関連分野の⽀援を調整するコーディネーター 

(1) 第５期計画と実績 

医療的ケア児に対する総合的な⽀援体制の構築に向け、2018（平成30）年度から関

係分野の⽀援を調整するコーディネーターを養成するため、相談⽀援専⾨員を中⼼に

愛知県が主催する養成講座に派遣しています。 

 

(2) サービス量の見込み等 

医療的ケア児が適切な⽀援を受けられるよう、必要な⼈数のコーディネーターを確

保します。 

図表Ⅳ-９ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

関連分野の支援を調整するコーディ

ネーターの配置人数 
人 5 6 7 

 

(3) サービス量の確保策 

引き続き、養成講座への派遣等により、コーディネーターの確保に努めます。 

 

５ 発達障がい者等に対する⽀援 

発達障がい者等の早期発⾒・早期⽀援には、本⼈はもとより家族等への⽀援が重要であ

ることから、保護者等が⼦どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や⽅法を⾝につ

け、適切な対応ができるよう⽀援していきます。 

図表Ⅳ-10 発達障がい児等に対する支援の見込量 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

ペアレントレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数 
人 1 1 1 

ペアレントメンターの人数 人 3 4 5 

ピアサポートの活動への参加人数 人 3 4 5 

 

  



- 52 - 

第５章 計画の推進について 

１ 計画の推進体制 

(1) 地域共生社会の実現をめざして 

本計画では、障がい者が⾃らの能⼒を最⼤限発揮し⾃⼰実現できるよう⽀援すると

ともに、障がい者の活動を制限し社会への参加を制約している社会的な障壁を除去す

ることにより、地域共⽣社会の実現をめざします。 

 

(2) 障がいを理由とする差別の解消 

障害者基本法には「差別の禁⽌」が盛り込まれており、障がいを理由とする差別や権

利利益を侵害する⾏為を禁⽌しています。また、障がい者が⽣活を営む上での制約とな

る社会的障壁については、その除去を必要としている⼈がいれば、負担が過度でない場

合は、合理的な配慮を⾏わなければなりません。 

障害者差別解消法や障害者雇⽤促進法等に基づき、障がいを理由とする差別の解消

を推進し、誰もが⼈格と個性を尊重し、⽀え合う社会の実現をめざします。 

 

(3) 住民と行政の協働による計画の推進 

障がい者を取り巻く課題は、当事者や、その家族の努⼒や⾏政の⽀援だけで解決でき

るものではありません。障がい者が住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けるためには、

地域住⺠によるさまざまな⽀援が必要であり、住⺠⼀⼈ひとりがこの計画の推進役と

なる必要があります。そこで、本計画の推進にあたっては、広く住⺠に協⼒を求め協働

による施策の展開をめざします。 

 

(4) ライフステージに沿った切れ目のない支援 

障がい者がライフステージに沿った切れ⽬のない⽀援を受けられるよう、障害福祉

サービス及び障がい児に対するサービスを中⼼として、障がい者の⽣活に関わる多岐

にわたる分野の施策を総合的に推進するとともに、障がい者の⾃⽴と社会参加という

視点に⽴って障がいの特性に応じた切れ⽬のない⽀援を⾏うよう努めます。 
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(5) 県及び広域的な連携 

広域的に取り組む必要のある事項については、県及び尾張北部圏域の市町と連携し

て推進します。 

 

(6) 庁内体制の整備 

本計画は、いわゆる福祉の分野に限らず、広範囲な分野にわたった計画であるため、

計画の推進にあたっては、福祉こども課が中⼼となって関係部署との横断的な連携・調

整を図ります。 

 

(7) 人材の確保と育成 

福祉サービス等に携わる⼈材の育成や確保については、事業所はもとより、地域全体

で取り組まなければならない課題です。福祉サービスの質の維持向上を図るため町内

でサービスを提供している事業者との連携を強化し、情報共有を⾏うとともに、意⾒交

換をしながら⼈材の確保に関する取組を推進します。 

 

(8) 災害・感染症対策に係る体制整備 

近年の災害の発⽣状況を踏まえ、「備え」をすることが求められています。そのため、

サービス提供事業所等と連携のもと、⾮常時を想定した訓練の実施など平時からの事

前準備を進めます。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌に向け、サービス提供事業所に対し、国

や県が発出する感染拡⼤防⽌に関する情報を提供するとともに、感染に関する情報を

共有する観点から、随時情報提供してもらう体制を構築します。 
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２ 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

障がいのある⼈のニーズに応じて､真に必要な障害福祉サービス等が提供されるよう、

サービス提供事業所や相談⽀援専⾨員の指導及び監督に努めるとともに、障害福祉サー

ビス等の指導に係る研修会への参加による町職員の質の向上や報酬請求にかかる審査結

果の共有を図ります。 

図表Ⅴ-１ 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

区   分 
2021 

（令和３）年度 

2022 

（令和４）年度 

2023 

（令和５）年度 

県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修等への町職員の参加人数 
人 1 1 1 

障害者自立支援審査支払等システム

による審査結果の共有 
回／年 1 1 1 

 

３ 計画の進⾏管理 

障害福祉サービス等が、障がい者のニーズに応じて的確に提供されているか、また、⽬

標として掲げた地域⽣活への移⾏や⼀般就労への移⾏が進んでいるかなど、達成状況を

点検、評価し、次年度以降の施策・事業の実施に反映していきます。計画の進⾏管理につ

いては、⼤⼝町障がい福祉調整会議を通じて⾏います。 

図表Ⅴ-２ 計画の進捗管理（ＰＤＣＡサイクル） 
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確保方策等を定める 

■計画の達成状況の分析・

評価を行う 

■評価結果等を踏まえ、

必要に応じて次年度

の事業に反映させる 
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第６章 資 料 

１ ⼤⼝町障がい福祉調整会議委員名簿 

（敬称略） 

所   属 ⽒   名 備    考 

尾北医師会代表 ◎佐野  新 医師 

尾北⻭科医師会代表 丹⽻ 慶繁 ⻭科医師 

⾝体障害者福祉協会代表 ⼭⽥ 和⼦ ⼤⼝町⾝体障害者福祉協会会⻑ 

⼼⾝障害児(者)親の会代表 横井 知美 ⼤⼝町⼼⾝障害児(者)親の会会⻑ 

⼤⼝しらゆり会代表 伊藤 祐⼦ 尾北地域精神障害者家族会 
しらゆり会⼤⼝⽀部⽀部⻑ 

知的障がい者施設代表 丹⽻ 容⼦ 社会福祉法⼈おおぐち福祉会施設⻑ 

精神障がい者施設代表 福⽥ 秀⼈ 社会福祉法⼈尾北しらゆり福祉会 
しらゆり・ワーク施設⻑ 

社会福祉協議会代表 ○社本 ⼀裕 ⼤⼝町社会福祉協議会会⻑ 

⺠⽣委員協議会代表 ⻑⾕川 実 ⼤⼝町⺠⽣委員・児童委員協議会 
会⻑ 

⽝⼭公共職業安定所代表 井上 弘⼠ 上席職業指導官 

愛知県江南保健所代表 彦⽥ 聖⼠ 健康⽀援課課⻑ 

愛知県江南警察署代表 中島 伸⼆ ⽣活安全課課⻑ 

⼤⼝町保健師 松井 昌⼦ 健康⽣きがい課主幹 保健師 

⼤⼝町学校教育課職員 社 本  寛 ⽣涯教育部⻑兼学校教育課課⻑ 

◎=委員⻑ ○=副委員⻑ 
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２ 会議等の経緯 

⽉ ⽇ 主な内容 

2019(令和元)年 
５⽉17⽇ 

令和元年度 第１回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定に係るアンケート調査について 

2019(令和元)年 
11⽉６⽇ 

令和元年度 第２回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定に係るアンケート調査について 

2019(令和元)年 
11⽉26⽇〜 
12⽉13⽇ 

■障がい福祉に関するアンケートの実施 

2020(令和２)年 
２⽉７⽇ 

令和元年度 第３回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び第６期障害福祉計画・第２

期障害児福祉計画策定に係るアンケート結果（速報版）について 

2020(令和２)年 
７⽉29⽇ 

 

令和２年度 第１回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
【新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌の観点から、書⾯会議】 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定について（⾻⼦案の検討） 

2020(令和２)年 
８⽉26⽇ 

■障がい福祉に関するヒアリング調査の実施 
（⼤⼝町⾝体障害者福祉協会） 

2020(令和２)年 
８⽉27⽇ 

■障がい福祉に関するヒアリング調査の実施 
（尾北地域精神障害者家族会しらゆり会⼤⼝⽀部） 

2020(令和２)年 
９⽉１⽇ 

■障がい福祉に関するヒアリング調査の実施 
（⼤⼝町⼼⾝障害児（者）親の会） 

2020(令和２)年 
９⽉ 

■障がい福祉に関する記述式調査の実施（サービス提供事業所） 

2020(令和２)年 
10⽉12⽇ 

 

令和２年度 第２回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
【新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌の観点から、書⾯会議】 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定について（計画素案の検討） 

2020(令和２)年 
12⽉２⽇ 

 

令和２年度 第３回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定について（計画案の検討） 



- 57 - 

⽉ ⽇ 主な内容 

2021(令和３)年 
１⽉12⽇ 

 

令和２年度 第４回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
【新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌の観点から、書⾯会議】 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定について（計画案の検討） 

2021(令和３)年 
１⽉25⽇〜 
２⽉８⽇ 

■パブリックコメントの実施 

2021(令和３)年 
３⽉３⽇ 

 

令和２年度 第５回⼤⼝町障がい福祉調整会議 
○第５期⼤⼝町障がい者ほほえみ計画及び⼤⼝町第６期障害福祉計

画・第２期障害児福祉計画策定について（計画の承認） 

※⼤⼝町障がい福祉調整会議の主な内容については、計画策定に関する項⽬のみを記載しました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼤⼝町第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画 
 

令和３年３⽉ 

発⾏︓⼤⼝町 
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